
実行　（Ｄ） 評価　（Ｃ） 改善　（Ａ）

行動計画の
項目

実施内容（計画上の記載） 具体的な取組内容 実施状況や事業の効果 課題等 今後の取組

①
「地縁型Ｎ
ＰＯ」と
「事業型Ｎ
ＰＯ」との
相互理解の
促進

地域の活性化に取り組む
「地縁型ＮＰＯ」と、福祉やま
ちづくり、環境など専門的ノ
ウハウを持った「事業型ＮＰ
Ｏ」との交流の機会を提供す
る等により、相互理解を促進
する。

・コーディネーターの派遣

・ＮＰＯフォーラムの開催（再
掲）

・コーディネーターの派
遣
　【年５回派遣】

・ＮＰＯフォーラム（再掲）
　【年１回開催】

【センター】
・今年度、香美市において地縁
組織と地元ＮＰＯとの協働を検討
したが、具体的な展開には至ら
なかった。

【市民会議】
NPOのシンカ（進化・深化・真価）
のカタチをテーマに、人々の暮ら
しに直面する様々な課題に取り
組む高知県内のNPO が一堂に
会し、高知の課題に向き合い、そ
の解決に向けたNPO の役割を
見つめ直し、NPO のシンカのカ
タチを考え、実践できることを目
指し実施した。

【センター】
・地縁組織側の抱えるニー
ズをどう把握するか

【市民会議】
分分科会3の「大規模災害
時に問われる連携の真価～
多様なセクターとの連携を考
える～」では、東日本大震災
において、岩手県の復旧・復
興に大きな役割を果たした２
団体の連携事例をもとに、高
知での大規模災害時の各種
団体との連携及び平時から
の連携のあり方を考えること
で減災に向けたＮＰＯの役
割を再認識することができ
た。

【センター】
・試行的に集落活動セン
ター等の抱えるニーズにつ
いて把握する。

【市民会議】
・実行委員が少ないので、来
年度はいろいろな方に声を
かけて増やしたい。また、今
回は若い世代の参加が多
かったので、その方たちに声
をかけてみてはどうか。
・コンセプトを明確にして広
報に繋げ、参加者にとって
のメリットを考えてみる

・地縁団体とＮＰＯ
との相互理解の増
進

・県民のＮＰＯに
対する理解の増
進

センター

中間支援組
織

②
様々な主体
が連携して
関わる新た
な地域コ
ミュニティ
の拠点づく
り

集落活動センターを中心とし
た、地縁団体、ＮＰＯ、市町
村などの相互連携の取組を
支援する。
また、中山間地域において、
地域住民が主体となって、
様々な主体と連携し、集落
維持の仕組みづくりを行う集
落活動センターの立上を支
援する。

・集落活動センターの設置、
立上に対する支援の実施

・結プロジェクト推進事業の
実施

・集落活動センターの設
置・立上支援
　【１０年間１３０カ所】

・結プロジェクト（※）推進
事業の実施
　【年１０カ所程度】

集落活動センター
・集落活動センターの研修会の
実施や支援ハンドブックの配布、
市町村別支援チームによる支援
等を行い、H27年12月末時点で
18ヵ所が開設。また、開所から4
年目以降のセンターに対する支
援策を拡充し、新たにポータル
サイトを立ち上げるなど情報発信
の強化を行った。

結プロジェクト廃止。

集落活動センター
・H27年度末から平成28年
度の早い段階で30ヶ所程度
のセンターが立ち上がる見
通し。
・市町村の「まち・ひと・しごと
創生総合戦略」において、
24市町村が平成31年度末ま
でに70ヶ所のセンター設置
を目標に掲げるなど、県内
各地に取り組みが広がって
いる。

集落活動センター
・既存のセンターの取り組み
をロールモデルとして確立
し、普及させることで、新たな
取り組み地区を掘り起こし、
更なる拡大を図る。

・集落活動セン
ターによる集落維
持の仕組みの構
築

・集落と企業・大
学・NPO等との協
働による集落の維
持・活性化

県
（中山間地
域対策課）

取組目標
Ｈ３０年度の

目指すべき姿
実施
主体

センター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

とりまとめ：平成27年12月末日時点
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行　動　計　画　（Ｐ）

  基本方針Ⅴ 社会貢献活動団体による地域づくりへの参画 新規 



①
ＮＰＯのコ
ミュニティ
ビジネスへ
の参入支援

中山間地域でのコミュニティ
ビジネスにより、その活動の
利益が地域に還元され、地
域の経済活性化とコミュニ
ティの再生につながるような
仕組づくりを支援する。

・地域資源の発掘に関する
検討会の開催

・起業に関する講座等の開
催
（土佐まるごとビジネスアカ
デミー（※）等）

・地域資源の発掘に関
する検討会
　【年１回実施】

・起業に関する講座等の
開催（土佐まるごとﾋﾞｼﾞﾈ
ｽｱｶﾃﾞﾐｰ（※）等）
　【入門から応用・実践
力まで35科目程度の講
座の実施】

【センター】
・コミュニティビジネスについて、
有識者による事例集作成の検討
会を行った。現在作製中。

【文化推進課】
・起業に関する講座等の開催
土佐まるごとビジネスアカデミー
の開催（36科目）。延べ1,683名
が受講（12月末現在）し、基礎的
なビジネス理論や、新商品開発
や事業改善など実践力を習得し
た。

【文化推進課】
・起業に関する講座等の開
催
高知市の講義教室まで遠く
て通いづらい中山間地域な
どの方々にも地元にいなが
ら仲間同士で教室と同様の
講義を受講いただける環境
を構築していく必要がある。

【文化推進課】
・起業に関する講座等の開
催
起業家養成の講座を充実さ
せるとともに、インターネット
のテレビ会議システムを活用
した遠隔講義「サテプラ（サ
テライトプラットフォーム）」を
実施し、学びの場を地域に
拡大する。

・地域資源の発掘

・ＮＰＯによる起業

センター

県
（文化推進

課）

②
ＮＰＯによ
るコミュニ
ティビジネ
スの活動支
援

継続的なコミュニティビジネ
スを支援し、生活基盤の確
保や地域における就業機
会・雇用の創出を図る。

・中山間地域の小さなビジネ
スへの支援

　【アドバイザーの派遣
や助成などにより、地域
アクションプランのすそ
野を広げる】

・地域づくり支援事業費補助金
による支援（6市町村　７件
4,173千円）
・産業振興アドバイザー　2件（延
べ5回）

個々の課題に対応した効果
的な支援

支援事業の拡大

・新たな商品の開
発

・ＮＰＯによる起業

県
（計画推進

課）

　※結プロジェクト･･･ 企業や大学、ＮＰＯ等が農村や漁村の集落との交流やイベントを応援するなど、民間の取組を県内の多くの地域に広めていくことで、集落の活性化や維持につなげていくことを目指す事業。

　※土佐まるごとビジネスアカデミー･･･ 起業や、ビジネスを進めるうえで必要な基礎知識や応用・実践力などを「まるごと」身につけていただこうと開催しているビジネス研修の名称。（通称：土佐MBA）
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